
岐阜県商店街ＤＸ事業費補助金交付要綱実施要領
令和３年４月１日制　　定
（目的）
１  この実施要領は、岐阜県商店街ＤＸ事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の実施について定めるものとする。
（補助の対象となる団体の要件）
２　要綱第２条第１項第８号の知事が適当と認める団体とは、次のいずれかの団体とする。
（１）法人化されていない任意の商店街組織であって、規約等により代表者の定めがあり、財産の管理等を適正に行うことができる団体。
（２）商店街と民間事業者による組織であって、規約等により代表者の定めがあり、財産の管理等を適正に行うことができる団体。
（補助事業採択の基準）
３  補助事業採択の基準は、次のとおりとする。
（１）事業の目的が明確であること。
（２）商店街を取り巻く環境や地域住民のニーズを把握していること。
（３）事業内容や経費の配分バランスが適当であること。
（４）事業の確実な実施が認められること。
（５） 事業の実施により商店街の活性化に対する効果が見込まれること。また、
事業終了後も効果を維持できる工夫があること。
（補助事業の実施手順）
４  補助事業は、次の手順により実施するものとする。
（１）補助金の要望
　　　知事は、市町村を通じて補助金要望調査を実施するものとする。
　　　市町村は、要望団体の要望を取りまとめ、意見書（任意様式）を付して知事に提出するものとする。
（２）補助金の内示
　　　知事は、提出された要望事業を総合的に検討し、岐阜県商店街活性化支援事業費補助金評価会議（以下「評価会議」という。）での評価を経て補助対象事業として妥当な事業を選定し、関係市町村を通じて補助事業団体宛てに内示するものとする。　
　　　ただし、当該要望事業に係る補助金の額の合計額が補助金の予算の額以内の額となる場合であり、かつ補助対象事業としての選定に当たり評価会議の
評価を踏まえる必要がないものとして知事が認めるものにあっては、評価会
議の評価を省略することができる。　　
（３）交付申請
  ア　補助事業団体は、内示のあった事業について要綱第５条の規定により補助金交付申請書を知事に提出しなければならない。
　　イ　要綱第５条第３項の規定する提出期限は、事業着手の２週間前とする。ただし、内示から事業着手までの期間が２週間を満たない場合、その
他知事が認める場合は、この限りではない。
（４）補助金の交付決定
知事は、交付申請書の提出があったときは、当該交付申請書の内容を確認し、この補助金の交付の目的が達成できると認めたときは、補助事業団体に別紙様式１により内容を通知する。
（５）承認手続等
ア　補助事業団体は、次に該当するときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
    （ア）岐阜県補助金等交付規則（以下「規則」という。）第６条第１号の規定に基づき補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。
  　（イ）規則第６条第２号の規定に基づき補助事業の内容を変更しようとするとき。
    （ウ）規則第６条第３号の規定に基づき補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。

　　イ　知事は、補助事業団体から要綱第６条第４項第１号に基づく申請書の提出があったときは、当該変更交付申請書の内容を確認し、変更内容が認められるときは、補助事業団体に別紙様式２によりその内容を通知する。
（６）実績報告等
　　ア　知事は、実績報告書の提出があったときは、補助事業の完了確認を行い、補助事業の成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業団体に別紙様式３により通知する。なお、災害、異常気象、感染症拡大防止等やむを得ない事情があると知事が認める場合及び補助対象経費にコスト削減の効果が認められる場合は、要綱別表１に定める補助下限額を適用しない。
　　イ　補助金の額の確定の通知を受けた補助事業団体は、岐阜県会計規則取扱要領第３８条関係第２項の規定により請求書の添付を省略できる場合を除いて、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付請求書を提出しなければならない。
　　ウ　知事は、補助事業団体から補助金交付請求書の提出があったときは、内容を確認のうえ補助金を交付するものとする。
（補助対象経費）
５　補助対象経費は次のとおりとする。
  　なお、経費について不明な点がある場合は、あらかじめ県と協議するものとする。
（１）経費区分及び経費内容

	経費区分
	経費内容

	報償費
	講演会・講習会等での講師・外部専門家への謝礼、有識者を委員等として委嘱し、委員会の会議等の謝礼、イベント等出演団体への謝礼として支払われる経費。


	旅費
	当該事業の遂行に必要な講師等の旅費として支払われる経費。

＜対象外経費＞
・講師等のタクシー代
・視察経費


	消耗品費
	事業に係る事務用品等の経費。
＜対象外経費＞

・イベント会場等における売り出し品等の経費

・コピー機のトナー等の使用量の特定が困難なもの


	会議費
	各種会議及び来客用の茶菓に要する経費。

茶菓：500円／人以下（税抜）
＜対象外経費＞

・弁当など食事代


	印刷製本費
	事業にかかるポスター、チラシ、マップ、資料作成（コピー）等の作成経費。（成果物を提出）


	役務費
	サービスの提供を受けたことに伴う代価を支出する経費。

＜対象外経費＞
・印紙、振込手数料


	通信運搬費
	郵便代、運送代
＜対象外経費＞

・電話料金、インターネットの通信回線利用料等特定できない経費


	広告宣伝費
	事業に係る新聞折込広告、Webサイトによる情報発信等に要する経費。
＜対象外経費＞

・通信販売システム等のシステム開発経費。


	保険料
	事業に係る損害保険料等の保険料


	委託料
	事業の遂行に必要な調査・計画策定事業、HP作成、アプリ開発経費等に要する経費。
＜対象外経費＞
・事業の遂行に関わりのない経費


	使用料・賃借料
	事業を行うために必要なＰＣ等に係る借上料、会議開催の会場料等。

＜対象外経費＞

・敷金、保証金、礼金

・許可申請手数料


	雑役務費
	事業を行うために必要な臨時のアルバイト代
＜対象外経費＞

・商店街関係者（構成員、従業員、家族等）及び専門家


	設備工事費
	事業を行うために必要な電源設置工事費、配線工事費、電気工事費、新規通信回線の開設費。
＜対象外経費＞
・通信回線料等維持管理経費


	備品購入費
	事業を行うために必要なキャッシュレス決済用端末や無線LAN機器等購入費。
＜対象外経費＞
・機器の維持管理費



（２）消費税等の取り扱い
　　　要綱第５条第４項により、補助対象経費に消費税及び地方消費税の額が含まれる場合には、当該補助対象経費から消費税及び地方消費税の額を減額して交付申請しなければならない。
　（補助金関係書類の整備）

６　補助事業の補助金関係書類については、他の会計と区分して整備すること。
　（検査）
７　補助事業団体は、補助金の使途等について県の検査を受けなければならない。
      附  則
  この要領は、令和３年度分の予算に係る補助金から適用する。
第１号様式
　　    　　第          号
　　　　年    月    日
　　　　　　　　様
        　  　　　　　　                    　　　岐阜県知事　　　
岐阜県商店街ＤＸ事業費補助金の交付決定について（通知）
　　　　　年　　月　　日付け　　第　号で申請のあった標記補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、同規則第７条の規定により通知します。
記
１　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で申請のあった事業とし、その内容は申請書に記載されているとおりとする。
２　事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
          事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
          補助対象経費              　　　　　　　　円
          補助金の額              　　　　　　　　　円
３　岐阜県補助金等交付規則及び岐阜県商店街ＤＸ事業費補助金交付要綱に従わなければならない。
第２号様式
　　    　　第          号
　　　　年    月    日
　　　　　　　　様
        　  　　　　　　                    　　　岐阜県知事　　　
岐阜県商店街ＤＸ事業費補助金の変更交付決定について（通知）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　年　　月　　日付け　　第　号で申請のあった標記補助金の変更承認申請については、申請のとおりこれを承認し、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、　　　　年　　月　　日付　　第　　号による交付決定を下記のとおり変更したので、同規則第７条の規定により通知します。
記
１　変更の対象となった事業内容は、当該変更承認申請書記載のとおりとし、その他については、　　　　年　　月　　日付け　　第　　号による交付決定通知のとおりとする。
２　事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。　
          事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
          補助対象経費              　　　　　　　　円
          補助金の額              　　　　　　　　　円
３　岐阜県補助金等交付規則及び岐阜県商店街ＤＸ事業費補助金交付要綱に従わなければならない。
第３号様式
　　    　　第          号
　　　　年    月    日
　　　　　　　　様
        　  　　　　　　                    　　　岐阜県知事　　　
岐阜県商店街ＤＸ事業費補助金の額の確定について（通知）
　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定した標記補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県交付規則第８号）第１４条の規定により、交付額を下記のとおり確定したので通知します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　　　　　　　　事 　業　 名：
　　　　　　　　事　 業　 費：　　　　　　　　　円
　　　　　　　　補助対象経費：　　　　　　　　　円
　　　　　　　　確定補助金額：　　　　　　　　　円
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